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る。
　第 1章では、公共施設を取り巻く状況の変化に
ついて、公共施設の老朽化、少子高齢人口減少社
会の進展、地方財政の状況、住民ニーズの多様化
について実態を明らかにしたうえで、これまでの
維持管理・更新方法では、既存の公共施設の全て
を維持していくことは極めて困難であり、公共施
設全体のマネジメントが必要であることを確認す
る。
　第 2章では、近年取組が増えている公共施設マ
ネジメントがどのように進展してきたのか、諸外
国、我が国及び地方自治体における公共施設マネ
ジメントの変遷について整理する。我が国の公共
施設マネジメントは、アメリカと同様に、当初は
老朽化に伴う維持保全に関する取組から始まった
が、近年、施設保有量の見直しなどの行財政構造
改革の流れと合流し、全国の地方自治体に急速に
広がってきていることを論じる。
　第 3章では、先進的な地方自治体の取組事例に
ついて、建物の維持保全に関する取組、施設保有
の見直しに関する取組及び資金調達に関する取組
の 3つの取組に分類し、公共施設マネジメントの
現状を整理する。先進的な取り組みを行っている
13 自治体を訪問し、ヒアリングした内容を整理
する。
　第 4章では、第 3章で分類した 3つの取組ごと
に、方法が異なる自治体の取組を比較し、自治体
が置かれている地理的・財政的状況を考慮しなが
ら、当該取組における課題を明らかにする。建物
の維持保全に関する取組については、長期保全計
画や実施体制、財源確保などの視点から取組方法
の課題を整理する。施設保有の見直しに関する取
組については、住民の合意形成をどのように図る
かが課題となっており、情報公開、施設評価方法、
検討体制の 3点に着目し、それぞれの取組方法の
課題を整理する。資金調達に関する取組について
は、民間資金を活用した施設整備をはじめとする
取組方法について、自治体が置かれている環境に
着目し、課題を整理する。
　第 5章では、各種取組手法の課題についての考
察を加え、建物の維持保全に関する取組や、民間
資金の活用等の資金調達に関する取組を実施して
も、多くの地域では、施設保有の見直しに関する
取組が必要であることを指摘する。そして、各種
課題に対応する今後の施設保有の見直しに関する
取組方法を提案する。施設保有の見直しの最大の
課題は合意形成である。総論としての施設の見直
しの必要性は理解されるものの、各論、個別の施
設との調整は困難を極める。これに対応する今後
の公共施設マネジメント手法として、①問題意識
の共有（情報収集・分析・公開）、②数値目標の
設定、③施設評価の実施、④地域・用途ごとの方
向性の決定、⑤合意形成の 5つのプロセスを提案
する。
　本研究は、地域の実情を踏まえながら再編問題
を抱える農業高校の現状について、岩手県中部、
花巻市にある専門農業高校（単独校）の再構築の
事例経過を考察し、地域貢献を教育目標に掲げる
地域農業高校の再構築プロセスの考察
― 県立花巻農業高校の事例から ―
公共政策特別コース　村川　篤志
p111_118_概要_08.indd   112 13/11/22   14:04
－ 113 －
総合政策研究科修士論文（概要）
地域農業高校のもつ役割と時代と共に変化する農
業教育の今日的意義について明らかにすることで
ある。
　現在、農業教育の現場には全国的な傾向として
高校の再編問題を抱えている。農林業が盛んな岩
手も例外ではなく、平成 12 年度を初年度とした
10 カ年の県立学校新整備計画によって、県立高
校の適正配置について検討・実施され、農業高校
についても大幅な改編がおこなわれた。花巻市で
は平成 15 年 4 月、隣接する北上市の農業高校と
合併したいわゆる新生「花巻農業高校」が誕生、
同時に県教育委員会所管の審議会に組み入れた検
討委員会の設置によって、改めて地域の実情を踏
まえた特色ある花巻農業高校の在り方について再
検討がなされた。その再構築に至るプロセスが、
何によって影響され検討が図られてきたかなど、
その要因について考察する。
　このような課題を設定したのは、以下の関心に
よるものである。
　第 1に、農業高校は今、地域農林業を担う人材
育成の中核的教育機関として位置づけられてきた
状況が大きく揺らいでいる。農林業中心の地域に
おいて農業高校の存在は、いうまでもないが農業
後継者と担い手の育成が中心である。これは現在
でも本質的には変わりない。しかし、農家を継ぐ
者を育てるための教育機関が産業構造の変化や都
市化の現実との狭間において、時代に即応する農
業高校の在り方が必須となっている。
　第 2に、教育行政と現場の対応である。県の教
育委員会として「新しい花巻農業高等学校の農業
教育の在り方に関する検討委員会」を設置し、外
部の有識者、PTA連合会、学校代表による検討
がおこなわれた。教育行政の指針に基づき学校運
営はおこなわれるが、地域の実情に応じてその特
色は異なり、工夫が必要となる。審議会の報告書
を踏まえ、学内の現状を考察する。
　第 3に、地元農業高校の今後の展望である。ど
のような人が、どのような目的で入学し、学校を
利用しているか、また卒業後も地元に定着する農
業高校の地域貢献と農業高校のこれからのあるべ
き姿を考察する。
　農業高校の歴史や存在意義、今日的課題などに
関する先進研究は数多く報告されているが、本研
究では岩手中部の花巻市と地元農業高校（県立花
巻農業高校）に特化し、その事例をとおして、地
域とそこにある農業高校の在り方を展望する。
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　岩手県では、県立病院の再編、縮小に関して、
縮小される県立病院のある当該地域だけでなく、
県議会をも巻き込んで大きな混乱が発生した。病
院を利用する市民、住民を軽視した計画の押しつ
けに、自治体ぐるみで反対運動がわき起こり、さ
らに各地の運動が県議会への請願の働きかけを中
心に、数次の統一した抗議行動が行われた。こう
した結果、県議会へのそれぞれの請願が一括して
採択された。しかし、結果としては県立病院の縮
小（6病院の無床診療所化）が強行された。こう
した経過を間近で、そして市民、住民に近いとこ
ろで経験したことが、そもそもの問題意識の始ま
p111_118_概要_08.indd   113 13/11/22   14:04
